
（平成２６年１１月１９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会東京地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

厚生年金関係 5 件



関東東京厚生年金 事案25669 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における船員保険の資格取得日は、昭和 20 年４月１日であると認めら

れることから、申立期間の船員保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが

必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万 2,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年４月１日から21年４月１日まで 

Ｂ社（現在は、Ｃ社）を船舶所有者とする船舶に乗務していた申立期間の船員保険

の加入記録が無い。同社を船舶所有者とするＤ丸が撃沈されたときに船員手帳を紛失

したとするＡ社の証明書を提出するので、申立期間を船員保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

戦時加算該当船舶名簿及び「Ｅ資料館」が保有する資料により、Ｂ社を船舶所有者と

するＤ丸は、昭和 19年１月１日から撃沈された20年６月＊日までの期間に戦時加算該

当船舶であったことが確認できるところ、申立人が保有するＡ社発行の「船員手帳流失

證明書」により、申立人がＤ丸に乗務中の同年６月＊日に、同船舶が沈没したことが記

されていることから、申立人は、同日まで同船舶に乗務していたことが確認できる。 

また、船員保険被保険者台帳及びＤ丸に係る船員保険被保険者名簿により、昭和 19

年９月 29 日に同船舶において、船員保険被保険者資格を取得していることが確認でき

る従業員は、「申立人は通信士であった自身の上司であり、自分が同船舶に乗務してい

た頃から同船舶が撃沈された頃まで、同船舶に乗務し、その後もＡ社が管理する別の船

舶に乗務していたことを記憶している」旨供述している。 

さらに、旧船員保険法により、昭和 20 年４月１日から予備船員についても船員保険

の被保険者とすることとされたところ、戦時海運管理令では、被徴用船員については、

雇用期間の満了その他解雇及び退職以外の事由により雇用関係の終了する場合において

  



は、引き続き雇用関係を存続させなければならない（同令第 23 条第２項）と規定され

ている上、申立期間当時、Ａ社が管理する船舶に通信士として乗務していた従業員及び

申立人の妻の回答からも、申立人は、申立期間に同社の管理下にあったことがうかがえ

る。 

加えて、日本年金機構は、Ｄ丸に係る船員保険被保険者名簿について、昭和 20 年４

月１日付けで、それまで船舶ごとに作成されていたものが船舶所有者（事業所）ごとに

作成されるようになったと考えられる旨回答していることなどから、申立期間当時のＤ

丸に係る船舶所有者はＡ社であったことが認められる。 

これらのことから、申立人は申立期間について、Ａ社における船員保険の被保険者で

あったことが認められる。 

一方、申立人の昭和 21 年４月１日付けの資格取得日が記載されているＡ社に係る船

員保険被保険者名簿の記載事項を見ると、申立人の被保険者記録の後に 20 年４月１日

に資格取得している被保険者の記録が多数見受けられ、また、別のページにおいても同

様の記載内容が多数確認できる上、資格取得日よりも前の日付で資格喪失日が記載され

ている者もおり、当該名簿の記載内容に不自然さがうかがえること等を踏まえると、申

立人について、社会保険事務所（当時）の記録管理が適正に行われていなかったことが

うかがわれる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 20 年４月１日にＡ社におけ

る船員保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、国民年金法等の一部を改正する法律（昭

和 60年法律第 34号）附則第 53条の規定に準じ、１万 2,000 円とすることが妥当であ

る。 

  



関東東京厚生年金 事案25670 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 20 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月29日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間に係る標準賞与額の記

録が無い。申立期間についても賞与が支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を控

除されていたので、申立期間に係る標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保有している申立期間に係る「給与支給明細書2004年12月分賞与」及び申

立期間に給与振込みの口座を開設していた銀行が保有する「お取引明細表（当座・普

通・別段）」により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記給与支給明細書で確認できる賞

与総支給額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、こ

れを履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25671 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ組合における資格喪失日に係る記録を昭和 47 年４月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ組合からＢ組合Ｃ支所へと転勤し、継続勤務していたにもかかわらず、申立期間

の厚生年金保険被保険者記録が確認できない。申立期間における厚生年金保険料が給

与から控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ組合の複数の同僚等の供述により、申立人は、申立期間に

おいて、同組合に勤務していたことが認められる。 

また、当時の給与計算事務担当者の供述から、Ａ組合の保険料控除方法は当月控除で

あったと推認できるところ、同組合に係る事業所別被保険者名簿において、申立人と同

様に、厚生年金保険の被保険者資格喪失日が昭和47年３月31日となっているが、同日

まで同組合に勤務していたとする同僚から提出された同年３月分の給料明細書によると、

厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿における申立人の昭和

47年２月の記録から、５万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ組合は既に

解散しており、同組合の清算人は、申立期間当時の資料が無く不明であるとしているが、

事業主が資格喪失日を昭和 47 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

  



（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成15年８月25日は７万

7,000円、16年２月 25日は20万円、同年８月25日は26万2,000円とすることが必要

である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年８月25日 

          ② 平成 16年２月25日 

          ③ 平成 16年８月25日 

 年金事務所からのお知らせにより、申立期間に係る賞与の記録が漏れていることを

知ったので、年金記録を調査してほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与の支給

を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる保険料

控除額から、平成 15年８月 25日は７万 7,000 円、16年２月 25日は 20万円、同年８

月25日は26万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から回

答が得られず、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、給与

明細書で確認できる保険料控除額に見合う賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、行ったとは認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案25675 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 25 日は

1,000円、16年２月 25日は２万 4,000円、同年８月25日は４万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年８月25日 

            ② 平成 16年２月25日 

            ③ 平成 16年８月25日 

   年金事務所からのお知らせにより、申立期間に係る賞与の記録が漏れていることを

知ったので、年金記録を調査してほしい。 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与の支給

を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる保険料

控除額から、平成 15年８月 25日は 1,000円、16年２月 25日は２万 4,000円、同年８

月25日は４万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から回

答が得られず、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、給与

明細書で確認できる保険料控除額に見合う賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、行ったとは認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案25676 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 25 日は

3,000円、16年２月 25日は１万 2,000円、同年８月25日は１万6,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月25日 

            ② 平成16年２月25日 

            ③ 平成 16年８月25日 

   年金事務所からのお知らせにより、申立期間に係る賞与の記録が漏れていることを

知ったので、年金記録を調査してほしい。 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与の支給

を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる保険料

控除額から、平成 15年８月 25日は 3,000円、16年２月 25日は１万 2,000円、同年８

月25日は１万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から回

答が得られず、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、給与

明細書で確認できる保険料控除額に見合う賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、行ったとは認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案25677 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 25 日は

7,000円、16年２月 25日は４万 3,000円、同年８月25日は３万7,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月25日 

            ② 平成 16年２月25日 

            ③ 平成 16年８月25日 

   年金事務所からのお知らせにより、申立期間に係る賞与の記録が漏れていることを

知ったので、年金記録を訂正してほしい。 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与の支給

を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる保険料

控除額から、平成 15年８月 25日は 7,000円、16年２月 25日は４万 3,000円、同年８

月25日は３万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から回

答が得られず、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、給与

明細書で確認できる保険料控除額に見合う賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、行ったとは認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案25678 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成15年８月25日は１万

7,000円、16年２月 25日は8,000円、同年８月25日は6,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月25日 

          ② 平成 16年２月25日 

          ③ 平成 16年８月25日 

 年金事務所からのお知らせにより、申立期間に係る賞与の記録が漏れていることを

知ったので、年金記録を調査してほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給与明細書により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与の支

給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認

められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる保険料

控除額から、平成 15年８月 25日は１万 7,000円、16年２月 25日は 8,000円、同年８

月25日は6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は、平成 21年12月＊日付けで解散しており、当時の事業主等から資料を得

ることができないものの、申立人から提出のあった 20年４月17日付けで同社から送付

された文書に記載されている内容から判断すると、事業主は、申立人に係る当該標準賞

与額に基づく保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25679 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に係る

記録を平成５年３月 26日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を19万円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：平成５年３月 26日から同年４月１日まで 

Ａ社Ｃ支店に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

平成５年３月 26 日に同社に入社し、Ｃ支店に勤務していたので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された申立人に係る従業員カード、申立人から提

出されたＤ厚生年金基金が発行した厚生年金基金加入員証及び同基金の加入記録を管理

する企業年金連合会から提出された申立人に係る中脱記録照会（回答）から判断すると

申立人は、平成５年３月 26日からＡ社Ｃ支店に勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社は、申立人のＡ社Ｃ支店における厚生年金保険被保険者資格の取得日は平

成５年３月 26 日であると回答している上、申立人と同時期に、同社Ｃ支店に入社した

従業員は、同日付けで厚生年金保険の被保険者資格及び厚生年金基金の加入員資格を取

得している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における平成５年４

月の社会保険事務所（当時）の記録から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かは不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

 

、

 



は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案25680 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 10 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年12月22日 

 Ａ年金事務所から賞与の支給について確認依頼の文書を受け取り、同年金事務所に

相談に行ったところ、申立期間に係る賞与記録が漏れていることが分かったので調査

してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保有する社員別支給控除項目一覧表及び同社から給与計算業務を委託されてい

た社会保険労務士事務所の回答により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受

け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

る。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記一覧表において確認できる賞与額及び

保険料控除額から、10万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、当該賞与に係る保

険料も納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年３月１日から33年８月１日まで 

  Ａ社（後に、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。同社には、昭和 32 年３月に運転助手として入社し、33 年３月からは運転手と

して勤務していたことは確かなので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員の回答から判断すると、申立人は、申立期間において、期間は

特定できないが同社に勤務していたと推認される。 

しかしながら、Ｂ社は、平成 14年９月21日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、15 年 11 月＊日に株主総会の決議により解散しており、申立期間当時の事

業主も所在が確認できないことから、申立人のＡ社における厚生年金保険の加入及び保

険料控除の事実について確認することができない。 

また、申立期間当時にＡ社で勤務していた複数の元従業員に照会を行い、同社におけ

る厚生年金保険の加入の取扱いについて問い合わせたところ、申立人と同じ運転手であ

った元従業員二人から回答が得られ、そのうち一人は、「運転免許を持っていても何か

月間かは試用期間があり、運転助手はまだ見習ということで、厚生年金保険には入れな

かったと思う。」と述べており、他の一人は、「自分も、入社してすぐには厚生年金保

険の加入記録がついていないのは、試用期間があったからかもしれない。」と述べてい

る。 

さらに、この二人の元従業員はいずれも、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿に記載の

ある資格取得年月日より前に同社に入社したと記憶していることから、同社に入社後す

ぐには厚生年金保険に加入していなかったことがうかがえる。 

  



これらのことから判断すると、Ａ社は、申立人が運転助手であった期間及び運転手と

して勤務直後の期間については、厚生年金保険に加入させなかったことが推認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25672 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年４月30日から８年１月25日まで 

            ② 平成９年11月21日から10年12月１日まで 

Ａ社でタクシー乗務員として勤務中、自宅前で行われたＢ市下水道局の公共工事に

より健康被害に遭ったため、同社からの退職を余儀なくされ、次に就職したＣ社にお

いても健康上の理由から個人タクシーの代務運転手への転職を強いられたが、Ｂ市か

らは何の補償も受けておらず、申立期間①及び②の社会保険料も全て個人負担となっ

ている。このため、本来健康被害に遭わなければ勤務していた各申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人のＡ社での雇用保険の記録及び申立人から提出された

同社での在職証明書に記載されている在職期間は、平成４年４月 16 日から７年４月

29日までとなっており、申立人の申立期間①における勤務は確認できない。 

  また、申立人は、申立期間①の保険料控除が確認できる資料として、平成７年分の

所得税の確定申告書（控え）を提出しているものの、当該申告書に記載されている社

会保険料控除額は、Ａ社が保管している申立人に係る同年分（同年１月１日から同年

４月 29 日まで）の賃金台帳の社会保険料控除額と一致しており、申立期間①におけ

る厚生年金保険料控除は確認できない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間①に国民年金に加入し、国

民年金保険料を納付していることが確認できる。 

  このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

  



与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、申立人は、「申立期間①にＡ社で勤務できなかったのは、Ｂ市の公共工事に

よる健康被害が原因であり、行政の責任である。」旨主張しているが、当該主張につ

いては、第三者委員会の審議対象とはならない。 

２ 申立期間②について、申立人のＣ社での雇用保険の記録及び申立人から提出された

同社での在職証明書に記載されている在職期間は、平成８年１月25日から９年11月

20日までとなっており、申立人の申立期間②における勤務は確認できない。 

  また、申立人は、申立期間②の保険料控除が確認できる資料として、平成９年分及

び 10 年分の所得税の確定申告書（控え）を提出しているものの、９年分については、

当該申告書に記載されている社会保険料控除額は、Ｃ社での同年１月から同年 10 月

までの期間におけるオンライン記録の標準報酬月額から算出した社会保険料額とおお

むね一致していること、さらに、10 年分については、当該申告書に同社での収入額

の記載は無く、社会保険料控除額の内訳は、当該申告書の記載により国民年金保険料

及び国民健康保険料であることが確認できることから、申立期間②における厚生年金

保険料控除は確認できない。 

  加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間②に国民年金に加入し、国

民年金保険料を納付していることが確認できる上、Ｂ市Ｄ区役所が保有する記録では、

申立人がＣ社を離職した翌日の平成９年 11 月 21 日から 15 年５月６日までの期間、

国民健康保険に加入していることが確認できる。 

  このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、申立人は、「申立期間②にＣ社で勤務できなかったのは、Ｂ市の公共工事に

よる健康被害が原因であり、行政の責任である。」旨主張しているが、当該主張につ

いては、第三者委員会の審議対象とはならない。 

  



関東東京厚生年金 事案25673（事案 14428及び21284の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63年10月17日から平成４年４月16日まで 

           ② 平成８年１月25日から９年11月21日まで 

  Ａ社で勤務した申立期間①及びＢ社で勤務した申立期間②について、標準報酬月額

が報酬月額と相違する旨を第三者委員会に申し立てたところ、同委員会から保険料控

除が確認できない等の理由により、記録の訂正はできないとの通知を受けた。しかし、

納得できないので、再度の申立てを行ったが、結果は同じであった。今回、再々度の

申立てを行うので、各申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、ⅰ）Ａ社が保管する昭和 63 年から平成４年までの分の給与

所得の源泉徴収票によると、同源泉徴収票に記載された各年の社会保険料等の金額はオ

ンライン記録の標準報酬月額から算出した各年の社会保険料控除額とほぼ一致している

こと、ⅱ）申立人が保管する３年分及び４年分の所得税の確定申告書に記載された各年

の社会保険料控除額は、オンライン記録の標準報酬月額から算出した各年の社会保険料

控除額とほぼ一致していること、また、申立期間②については、ⅰ）Ｂ社が保管する健

康保険組合の被保険者台帳によると、申立人の標準報酬等級は、取得時が 18 等級、８

年10月は24等級、９年 10月は 22等級と記録されており、当該等級はオンライン記録

の標準報酬月額と一致していること、ⅱ）申立人が保管する８年分及び９年分の所得税

の確定申告書に記載された各年の社会保険料控除額は、オンライン記録の標準報酬月額

から算出した各年の社会保険料控除額とほぼ一致していることから、申立期間①及び②

について、既に年金記録確認Ｃ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき 23 年２月２

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

その後、申立人は、上記通知に納得できないとして再申立てを行ったが、新たな資料

等の提出は無く、標準報酬月額を訂正してほしいと主張しているのみであり、年金記録

  



確認Ｃ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められないとして、

既に同委員会の決定に基づき平成 23 年 10 月 19 日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。  

今回の再申立てにおいて、申立人は、新たな資料として、「ⅰ）３年年末一時金計算

支給票、ⅱ）９年夏期一時金考査表、ⅲ）立坑基地構築に関する質問事項について（回

答）、ⅳ）平成８年ホテル宿泊預り証、ⅴ）Ｄ市Ｅ区総合庁舎（仮称）建設に係る庁舎

概要等について、固定資産税等領収書及び個人タクシー免許取得時の費用、ⅵ）タウン

ワーク広告（報酬の参考）」を提出し、申立期間①及び②の標準報酬月額はもっと高い

はずであると主張しているが、ⅰ）からⅳ）までの資料は前回の申立てにおいて既に提

出済みであること、ⅴ）及びⅵ）の資料は申立事業所の標準報酬月額とは関連しない内

容であり、給与支給額及び保険料控除額について確認することができないことから、年

金記録確認Ｃ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

このほかに当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、

申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25681 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年４月19日から同年８月31日まで 

  Ａ社に勤務していた申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い。勤務して

いたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録によると、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務していたこ

とは認められるが、申立人の雇用保険被保険者区分は「短時間」と記載されていること

から、申立人は、申立期間について、週所定労働時間が 30 時間未満の短時間労働被保

険者であったものと認められる。 

また、Ａ社は、「申立人が保有している勤務表（写し）によると、申立人は、正社員

の所定労働時間に比べて勤務時間が少なく、厚生年金保険の加入要件を満たしていなか

ったから加入させていなかったと考えられる。また、申立期間当時、厚生年金保険に加

入していない従業員の給与から保険料を控除したことは無い。」と回答しているところ、

上記勤務表に記載されている申立人と同様の勤務形態であったと考えられる従業員３名

について、オンライン記録によると、いずれも同社において厚生年金保険の被保険者記

録が確認できず、そのうちの１名は、「Ａ社に勤務していた期間の給与から厚生年金保

険料は控除されていなかった。」と回答している。 

さらに、申立人は、申立期間を含む昭和 59年11月22日から平成17年10月19日ま

での期間は、国民健康保険に加入していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25682 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月 17日から６年９月１日まで 

Ａ社において、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていた。平成３

年分から６年分までの所得税の確定申告書（控え）を提出するので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間はＡ社の非常勤であり、当該期間は同社にほとんど勤務してい

なかった。」と回答していることから、勤務実態を確認することはできない。 

一方、申立人から提出のあった平成３年分から６年分までの所得税の確定申告書（控

え）によると、当該各年において社会保険料控除欄に金額が記載されていることが確認

できる。 

このため、上記申告書の社会保険料控除欄の金額について、申立期間の標準報酬月額

を当時の最低等級額である８万円として検証しても、当該申告書の金額は著しく低額で

あるため、申立期間に係る厚生年金保険料を確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 

  




